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租税回避事件における判断基準に関する一考察
小林 裕明*
はじめに
米国等を起点に､複数の金融取引や事業体の選択等の法形式を利用 した租税回避スキームが考案
され､我が国においても､私法上の選択可能性を拡大する近年の法改正とあいまって急速に普及する
現状が見られるO脱税と節税の中間的行為と位置付けられる租税回避行為に対 し､課税庁｢t課税の公
平を堅持する立場から積極的に課税を行っているところ､納税者の側もそれに対して応訴するケース
が多く､課税訴訟の件数は増加する傾向にある｡
課税訴訟において､課税庁は ｢私法上の法律構成による否認｣を論拠に､租税回避スキームを納税
者の寅に音B]する法律関係に引き直して課税を行 う事例が多く見られるが､最近の租税回避関係の判
決では､そのような課税庁の主張立証が必ず しも汲まれていないケースが散見されるO
｢私法上の法律構成による否認｣については､訴訟実務や諸外国の法理論を交えて和極 ･消極の諸
学説が展開 してお り､本稿ではまず､その代表的なものを取り上げて概観する｡次に､租税回避に関
する近年の重要判決のうち､課税庁が勝訴 して終結 したフイルムリース事件下級審判決 1と張税庁が
敗訴 して終結 した航空機 リース串件下級審判決 23を取 り上げ､これらの判決理由の中から勝敗の異
なる結果を生じさせるに至った事実関係及び裁判所の判断について比較対照を試みたい｡そして､判
決の中で重要と位隆付けられる事実認定を取り上げ､それが裁判所の判断形成にどのように影響 した
かについて考察 したい｡
また､フイルムリース事件上告審判決 (最高裁第三小法廷平成 18年 1月 24口民集 60巻 1号 252
頁)で新 しく示された法律解釈に触れながら､租税回避事件に対する今後の課税庁の況税のあり方に
ついて言及したい｡
ー岡山大学大学院社会文化科学研究科唯教授 
1 大阪地利 (平成 10年 10月 16EE訟月 45巻 6号 1153日∴以下 ｢大阪地裁判決Pという)及び大阪荷判 (平成 
12年 1月 18円訟月 47巻 12号 3767頁､以下 ｢大阪高裁判決jという)を対象とする｡いわゆるフイ/レムリー ス
ポ件下級蒋判決には､このほかに大阪地判平成 10年 12月 18日公刊物東宝搬 (控訴帝大阪高判 1536公刊物未
登収)､発見地利平成 15年 5月 22日公刊物未登載 (控訴怒束東南判 17.2.8LEX/DB28111253)､千典地判平成 
12年 2月 23日 (確定)公刊物末輩蝦､東京地判平成 16年 8月 31日 (確定)訟月 51巻 8号 2211頁がある0 
2 名古屋地判 (平成 16年 10月 28日判夕 1204号 224頁､以下丁名古屋地裁判決｣という)を対象とする丘なお､
捷訴脊名古屋高判平成 17年 iO月 27日公刊物未登板があり､課税庁は同判決の敗訴をもって上告を断念して事
件を確定させ､同一のスキームに対して行った探税をすべて取り消している｡ 
' 7年 4月 1 9年 71 いわゆる航空機リ-ス布件には､このほかに津地判平成 1 9日公刊物未儀載､静岡地判平成 1
月 27日公刊物未発轍があるほか､同種の船舶ソー ス畔件では名古屋地判平成 17年 12月 21日判夕 1270号 248
頁､名古屋高判平成 19年 3月 8日公刊物来登収､岐島地判平成 20年 1月 24日公刊物未登載がある｡ 
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1.租税回避行為及びその否認法理について 
(1)租税回避の意義及び否認
近年､規制緩和による多様な金融商品の開発や事業体遥択の幅の拡大等により､経済取引や軽
業体の法形式の選択可能性は増大しているといえよう｡このような経済取引の複雑化の中で､多
様な任形式を意図的に組み合わせ､取引全休として税法に規定する課税要件を巧みに免れ租税を
軽減する租税回避スキームを構築することが可能となっている｡
租税回避とは､｢私法上の選択可能性を利用し､私的経済取引プロパーの見地からは合理的理由
がないのに､通常用いられない法形式を選択することによって､結見的には意図した経済的目的
ないし経済的成果を実現しながら､通常用いられる法形式に対応する課税柴件の充足を免れ､も
って税負担を減少させあるいは排除すること｣ 4と定義されるo
租税回避行為に対して披税を行う場合には､その行為を否認しなければならないoすなわち､T当
事者が用いた ( _-は無視し､通常用いられる法形式に対応する課税要私法上の)法形式を租税法 L,
件が充足されたものとして取 り扱｣ 5うことが必要となる｡租税法律主義の下では､有効な私法上
の法形式を課税上無視するためには､納税者の法的安定性､予測可能性の確保の観点から､法律
上の根拠､すなわち否認規定が必要となる6 7｡
一方､明文による否認規定がない場合でも､戯判所が､｢私法上の当事者の意思を､私法上､当
事者間の合意の単なる表面的 ･形式的な昔味によってではなく､経済的実体を考慮した実質的な
かたちにしたがって認定し､その美に唐図している私法上の事実関係を前擬として法律構成し､
保税要件-のあてはめ｣捗を行うことにより､租税回避の否許と同様の効果が得られるとされる｡
すなわち､課税要件事実の認定に当たり､門番者のii実に意図した法律関係に即して認定が行わ
れた結果､当事者の選択した怯形式が否定され､明文規定によらずとも否認と同様の効果が生じ
るということで ･私法 Lの法律構成による否認 と呼ばれる｡､
(2)私法上の法律構成による否認に関する学説
私法上の法律梢戒による否認については､積極的にとらえる見解と消極的にとらえる見解が存
在する｡ 
4 金子120111117貞 
5 金子【2011】118貞 
6 r捜二律の根拠なしに､当事者の選択した法形式を通常用いられるは形式に引き直し､それに対応する課税要件
が充足されたものとして取り扱う構IiRが限税庁に認められているものではない｣と説明される｡ (金子【2011】120
育) 
7 租税回避行為の否認には､明文上の個別否絡規定に娼づく秀絶のほか､過去の裁判例では経済的天質に即し
て徴税要件鮮英を推定し否認を行う方法が見られ､両者を ｢狭歳の租税回避行為の否維｣と呼称するのに対し､
後述の ｢私法ヒの法律軌我による否紘Jまで含めて r広超の租税回避行為の否綻 ｣と分類する場合がある｡ (令
村【1999a】207頁) 
8 中堅【19991117頁､中里L2002】224頁 
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今村教授は､私法上の法律構成による否認について､①契約が不存在､②契約が虚偽表/l:iこよ
り無効になると認定される場合に限らず､｢③契約の法的性質の決定により､当事者の選択した法
形式を否定して､素案の契約関係を認定する場合J 9の三つに分類し､概念の外延の拡張.i/図って
いる｡その上でこれを積極的に解し､ 契約当事者は､確かに自己が締結する契約の法形式を自由
に選択することができるのであるが､締結された契約が有すべき意 味についての法的評価､すな
わち､契約の解釈は､裁判所の判断にゆだねられる法律問題であり､その判断は､必ずしも当事
者の選択した法形式に拘束されるものでItない｣ LOとして､例えば ｢ある法形式が､その本来予
定する経済的効果とは異なる効果を得る目的で借用された場合､契約の解釈は､借用された法形
式に拘束されるものではない｣ 11と述べている｡
一方､谷口教授は､私法上の法律構成による否認輪の核心は､｢租税回避目的を､訴訟の場面で､
当事者がその目的で選択した法形式が課税要件事実に係る共実の法律関係 (主要事実)と異なる
ことを強く椎認させる蒐要な間接事実､として捉える串実給定論｣ 12にあり､r租税回避目的とい
う経済的に不合理 ･不自然な目的をもって当事者が選択した法形式は､･･･課税要件への該当性
の判断においては､反証のない限り､其実の法律関係に合致しないものとして無視し､通常の法
形式に引きL卓二すべきである､というような経験則Jを基点としてなされる価値判断 13であると述
べている｡ したがって､租税法律主義の要諦及び経済的実質主義による課税要件事実の認定は許
容すべきでないという事実認定に関する度許を,｢訴訟の場面で､潜脱するものであるから､(私
法上の法律構成による否認論は)許容されないと考えられる｣ 14と評価 している｡
このように学説の対峠がみられる中で､ 最高裁判所の判断はまだ示されておらず､下級審の裁
判例は分かれて｣ 15おり､司法判断はまだ統一されているとはいえない状況にある｡ 
2 映画フイルム リー ス事件下級審判決の分析 
(1)事件の概要
原告全社は､映画フイルムに関する諸権利の購入及び貸付を行 う比法 ヒの組合 (以下 ｢投資組
合.という)に出資を行い､取引に参画した｡原告会社は､自己の出資軌itこ相当する金額を器具r
備品勘定に計上し減価償却を行った (耐用年数 2年)ところ､課税庁が減価償却費の損金計上を 
9 今村【1999a1209頁 
LO 今村(1999a】214百
日 今村【1999a】217頁｡なお､割賦販売契約の形式を金銭消津貸借に解した判決 (最高裁平成 5年 7月 20日)
を例示しているし 
12 谷口勢津夫 ｢D'租税回避』の音溝 と限界 l金子編【2010】37貞 
13 谷 Ll教授は､私法上の法律柵蚊による否認輪を､ ｢裁判上の推論ルールとしていわば町裁判規範としての一
般的否陪規定』を措定する考え方｣ととらえている｡ 
14 谷口前掲論文金子編【2010138頁､括弧内筆者補足 
15 金子【20111120頁 
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認めない更T E処分等を行ったことから､原告会社が処分の取消しを求め適法な手続を経て提訴し
た判 牛であるO(なお､フイルムリー スの仕組みについては､後掲掬 1参照o ) 
(2)契約解釈のあり方
大阪高裁判決は､その判断理由の冒頭で､私怯上の法律構成による否認を行う立場を鮮明にし
ている｡すなわち､｢隈税の前提となる私法 Lの当事者の意思を､当事者の合意の単なる表面的 ･
形式的な意味によってではなく､経済的実体を考慮した実質的な合音内容に従ノ '-=認定し､その
実に意隆Iしている私法上の事実関係を前提として法律構成 して課税要件-の､ LLはめを行うべt,
き二であり､｢課税庁が租税匝】連の否認を行 うためには､原則的には､依文一H/租税回避の再認に
幽する明文の規定が存する必要があるが､仮に法文中に明文の規定が存しない場合であっても､
租税回避を目的とし -:Iされた行為!対しては､当事者が共に普図した私法上の法律構成による合
音内容に基づいて課税が行われるべきである と説示している｡
なお､大阪地裁判決においても､一連の取引を構成する契約半の権利内容及び金員の流れを各
別に分析し､当碑者が採用した法的形式とは別異の解釈を試みている点では高裁と同様のスタン
スを取っていると考えられる｡ 
(3)租税回避 目的の認定
大阪地裁判決､大阪高裁判決ともに､契約書に示される映画を巡る権利関係及び購入代金等の
流れから原告による租税回避目的を静定しているO
大阪地裁判決は､｢映画興行による利益と減価a l'却資の損金計上等によって生ずる課税上の利益
を得ることを目的として､単に資金松供のみを行う意思のもとに投資組合に参加したものであり､
投資組合を通して本件映画を所有し､その使用収益等を行 う君恩は有していなかったものと推認
するのが相当｣と判断した｡
また､大阪高裁判決は､組合員に対する説明者に､｢出資に見合った租税回避の利益が得 i -つれる
ことを具体的数字を挙げて説明｣している点を指摘し､減価償却数の計上により ｢映画興行によ
る利益よりもはるかに大きな利益が得られる｣ことから､｢制作会社が第二次配給会社を里なる履
行補助者として､本件映画等の根幹部分の処分権を保布したままで､資金調達を図ることを目的
として､また､投資組合 (ないし組合員)は､専ら租税負担の回避を図ることを円的として､原
始売買契約ないし本件充既契約を締結したと認めるのが相uJである｣と判示している｡ 
(4)契約内容の法律関係を巡る評価
大阪地裁判決は､本件の租税回避スキームにおける当部者間の契約関係の主要なものについて､
個別に分析を試みている｡まず､投資組合 ･配給会社間の配給契約について､配給会社が映画に 
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関する管理､使用収益､処分に関する重要な権利を留保しながら､投資組合に対しては包括的 ･
撤回不能な代理権を有し､契約期間中の契約の変更･解除権を付与せず権利の譲渡制限を付す等､
契約内容から配給会社側が ｢本件映画の管理､使用収益及び処分に関するほとんど完全な権利を
使用できるもの ･･とされる一方｣､投資組合は､｢本件映画の所有者として本来であれば有して
いてしかるべき諸権利の行使を全く認められていないことが明らか｣と評価 し､｢本件配給契約を
もって､投資組合から配給会社に対する本件映画の単なる賃貸･配給契約とみることはできない｣
と認定した｡
そして､第二次配給契約によって､本件映画の権利は ｢制作者であり､最初の著作権者である
制作会社がこれらを行使できることになったものと認められる｣として､映画に関する権利が最
終的に制作会社に回帰していると認定している｡
大阪高裁判決もまた､原審の認定を踏まえ､｢投資組合は本件映画等を取得するため対価として
支払う価値を有する部分についての権利行使がことごとく排除され､当該部分は､本件配給契約
及び第二次配給契約により､制作会社が保有することになる｣として､映画を巡る権利関係の実
質的な所在を契約苗の文言とは別異に解釈 している｡ 
(5)契約内容の経済的合理性の評価
大阪地裁判決は､映画の購入代金の 75%を占める融資銀行からの借入金は､制作会社及び配給
会社を経由し保証会社に預託されているほか､オプション契約により配給会社が投資組合及び組
合員から映画に関する権利を取得した場合には､投資組合に返済額と同額の金銭を支払 うことが
事前に確約されており､投資組合は ｢不履行の危険を負担することなく､融資銀行に対する借入
元利金の返済ができるもの｣と認定した｡
大阪高裁判決も同様に､循環金融の不当性を指摘している｡すなわち､保証会社が融資銀行に
貸し付けた金銭は､投資組合､制作会社等の関係当事者間を周回して､最終的に保証会社に預託
され､｢借入金の借主である投資組合に対し､返済相当額の支払を保証した上､最終的には同銀行
に設定されている (保証)引受額から支払われ｣ているQそ して､これらの拝金循環取引は､｢い
ずれも同一の日付｣で行われていることなどから､当鋲借入金を原資として購入した映画の対価
性に疑義を投げ掛けている｡ 
(6)取引当事者の真意 と契約解釈
大阪地裁判敦は､上記の検討を踏まえ､投資組合ないし原告は､｢本件映画に関する所有権その
他の権利を英実取得したものではなく､本件契約書上､単に原告ら組合員の租税負担を回避する
目的のもとに､投資組合が本件映画の所有権を取得するという形式､文言が用いられたにすぎな
いものと解するのが相当である｣と判示し､原告の映画に係る所有権を否定した上で､減価償却 
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野の損金算入を否認 した課税処分を適法とした｡
大阪高裁判決も､原審の認定を踏まえ､関係当冬者の ｢私法上の出の意思Jとして､r本件出資
金は､その実質において､組合員が投資組合を通じ､制作会社による本件映画の興行に対する融
資を行ったものであって､投資組合ないしその組合員である控訴人会社は､本件取引により本件
映画に関する所有権を真実取得したものではなく､本件各契約書上､単に組合員の租税負担を回
避する目的のもとに､投資組合が本件映画の所有権を娘得する形式､文言が用いられたにすぎな
いと解するのが相当｣と判示し､課税処分を適法と認めている0 
3 航空機リース事件下級審判決の分析 
(1)事件の概要
個人の投資家である原告納税者は､訴外投資顧問会社が ｢節税商品ーとして勧誘していた､航
空機 リー ス事業を営む民法上の任音組合-出資したところ､課税庁が当該組合契約は民法上の組
合契約ではなく利益配当契約であるとして､不動産所得の損失の損益通算を認めない更正処分等
を行ったo納税者は､当抜処分を不服とし取消しを求め適法な手続を経て権訴したo(なお､航空
機 リー スの仕組みについては､後掲図 2参照｡ ) 
(2)契約解釈のあり方
名古屋地裁判決では､まず ｢ E常は用いられることのない法的特段の合理的稗由がないのに､i B
手段､形式を選択することによって､所期の経済的効県を達成しつつ､通常用いられる法律行為
に対応する課税要件の充足を免れ､税負担を減少させあるいは排除する場合には､租税回避行為
としてその有効性が問題となり得 ､このとき T通常用いられる法的手段､形式に対応する隈税
要件が充足したものとして扱 うたd )には､これを許容する法律上の根拠を要すると解すべき.と
して､原則として明文規定が必要との立場を示している｡その上で､｢契約瀬等の外形的資料は､
それらが唯一絶対的な判断材料というわけではないから､隠された当鵠者の合音内容がどのよう
なものであるか - ､あるいは表示行為から推測される効果意思と其の内心的効果意思との異同
を明らかにする必要を生ずる場合もあり得｣､その場合には ｢当事者の真意の所在を明らかにす
るという事実酪定の問題であり､これに即して課税要件の充足を検討するものであるから､租税
法律主義に反するものでないことは明らかである｣として､事実認定により内心的効果意思を探
求することにより､表示行為とは別鵜に解釈する可能性があることを述べている｡ 
(3)租税回避 目的の認定と契約解釈-の影響
判決は､ ｢合理的経済人にとって､税負担を考慮することなく法的手段､形式を選択すること
こそ経済原則に反するものであり､何らかの意味で税負担を考慮するのがむしろ通常であると考 
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えられ｣ることから､ ｢動機､意図などの主観的事情によって､通常は用いられることのない契
約額型であるか否かを判断することを柏リ 'とするものではなく､まして､税負担を伴わないあるT
いは税負担が軽減されること- を根拠に､直ちに通常は用いられることのない契約類型と判断
した と､税負担を伴うあるいは税負担が蓋い契約棒型こそが当事者の其音であると認定すること
を許すものでもない｣として､税負担の軽減を図る納税者の主観的意図の認定､すなわち租税回
避目的の認定が､直ちに契約解釈に影響を及ぼさないと述べている｡ 
(4)契約内容の経済的合理性の評価
判決はまず､航空機 リース事業の経済的合理性について､｢キャッシュ･フロー ･ベースでは利
益を しげることができず､民法上の組合の外形を作出することによって､巨額の減価償却費等を
創出し､他の所得との損益相殺を行うことによって得られる課税上の利益によって初めて成立ナ
る｣との課税庁の主張を､｢リース期間終了時における航空機市場､為審相場､出資者の課税所得
の多寡｣によっては､キャッシュ .フロー ･ベースでも r鳩夫が生じる可能性が相当ある一方､
高額の利益を得る可能性もあるから､それ自体でも､投資としての経済的合理性が存在すること
を否定できず､ - 他の課税所得との鴇益通辞を考慮して初めて成立することはできない｣という
判断を示して排斥した｡
さらに､r合理的経済人が､減価佑却費と損益通算による所得の減少を考慮して､事業計画を
策定することはごく自然なこと｣であり､｢現実の納税額の総額が減少するのは､所得税法が採
っている累進妹税制度､長期譲渡所得の優遇措置などを適用した結果にすぎない｣と判示 した｡ 
(5)契約内容の法律関係を巡る評価
次に､組合契約の法的性質について､課税庁は､本件組合契約には､民法上の組合契約が成立
する要件の一つである ｢共同事業性｣ 16が欠けているとし､具体的には組合の業務や財産状況を
検査する権利 (検査権) 17､及び業務執行を 1人又は数人の組合員に委任したときに､正当の事
由がある場合に業務執行組合員を解任する権利 (解任権) I8を有しないと主張し､本件組合契約
は r民法上の組合契約とは別個の契約類型である (業務執行会社との)利益配当契約の性質を有
する｣と主張していた.
これに対し裁判所は､契約器全文を柵査した上で r実務執行に携わらない一般組合員の検査権 
16平成 1勺改THl 6粂1 組合契約ハ各当世者力出資ヲ為シテ共同ノ串某ヲ常ムコトヲ約スル二因リテ6= Et民法 67 項 ｢
其効力ヲ生ス｣に基づく｡他の成立賛件として､複数当畔者の存在及び当事者による出資が射ずられる｡ 
17 平成 16年改正前民法 673粂 ｢各組合員ハ組合ノ業病ヲ執行スル権利ヲ有セサルトキト蛾モ其業務及ヒ組合
財産ノ状況ヲ検奈スルコトヲ得｣に基づく｡ 
18 平成 16年改正前民法 672灸1項 r組合契約ヲ以テ1人又ハ数人ノ組合員二男務ノ執行ヲ委任シタトキ/＼其
組合員-正当ノTF由アルニ非サレ -辞任ヲ為スコトヲ得ス又解任セラルルコトナシ｣に砿づく｡ 
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を排除した条項は見当たらない｣し､ ｢一般組合員が本件各業務執行会社を解任する権利を排除
する旨を定めた条項は見当たらない｣ことから､その部分は民法の規定によって規律され一般組
合呈拍ミ検査権及び業務執行組合員の解任権を有していることは明らかというべきであると判断し
た｡また､①本件 リー ス契約の条件から ｢原告らが出資頓を超えて責任を負担することがあるこ
とは否定でき｣ず､一般組合員の賓任が限定されていないこと､② リース物件である航空機の所
有が ｢業務執行会社の単独所有に属する｣とはいえないこと､③組合契約をもって業務の執行を
特定の者に委任することは法が認めるところであり､原告ら -般組合員が経済的利益を獲得する
ことしか興味がないからといって組合の共同事業性を否定できないことから､ ｢本件各組合契約
は､民法上の組合契約の成立要件を充足しており､これとは契約類型の異なる利益配当契約と認
めることはできない｣と判示した｡ 
4 両事件の比較検討 
(1)租税回避 目的の有無と評価
大阪地裁判決は､取引を構成する各契約番の内容を分析 し､｢投資組合には､本件映画に関する
諸権利を行使する機会は当初から全く与えられていなかった｣と認定した上で､原告会社の租税
回避 (r課税上の利益を得る｣)目的を推認している｡一連の契約を巡る権利関係及びその対価等
の移転の流れを僻糎した上で､全体的に租税回避の意図を読み取ったものと考えられる｡
また､大阪高裁判決は､組合員に対する説明書に租税回避の利益が具体的数字を掲げて明確に
記述されていたことを挙げ､｢専ら租税負担の回避を図ることを目的｣とする契約締結の意図を認
定しており､租税回避目的の存在が最終的な結論を導く上で裁判官の推論に強く影響しているも
のと推廃される｡
一方､名古屋地裁判決は､税負担を伴うあるいは税負担が重い契約類型こそが当事者の真意で
あると認定できないとして､当事者の動機､意図などの主観的な事情を契約解釈に織り込むこと
を明確に排斥しており､契約の類型や内容を法的 ･経済的目的に照らして合理的かどうか客観的
に判断するという基準を示している｡
租税回避目的の存在から契約を解釈することに対しては､学説において批判的な見解が多く見ら
れる 19｡当事者の主観的な意思や目的とは､t契約書の内容､当事者の供述あるいは種々の間接事
実により客観的に認定される主観的な意思あるいは目的｣ 20であり､それ自体客観的な事実を踏
まえて経路されるものであるが､最近の判決ではむしろ契約解釈に納税者の主観的意思や租税回 
19 フイルムリー ス串件に見られる裸税庁の否認理由は､ r『(私法上の)騨突鰹定に上る否認』に過ぎないと
されるが､其僻には､税負担回避の意図が叩実 E瞥定の決め手とされ､私法上の契約解釈から離れた禰めて主観
主投的な法の解釈が行われる可能性がある｣と指摘している｡ (岡村【2000]9頁) 
20 今村 l2000b】209貢 
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避の動機を持ち込まないことを鮮明にするケースが多いと思われる 21｡ 
(2)契約の経済的合理性に対す る評価
両事件で､投資としての経済的合理性､すなわち投資リスクの所在とそのれに見合 う適正な収
益の獲得可能性の観点からその存否が争われている 22｡
まず､フイルム リー ス事件においては､関係当事者間で実質的に移転 しているのは､映画の購
入代金の約 30%に相当23する投資組合による出資分約 26億円のみであることが指摘されているD
このL出資額は､融資銀行からの借入元本及び利子相当額と併せて､保証契約等によって保証会社
等から確実に支払われることが予め保証されており､原告会社は映画興行の成否いかんのリスク
を負わず､多額の課税械免効果により当初出資以上の成果を得ていると認定された 24｡
一方､航空機 リー ス事件においては､航空機の最終的な売却価締いかんによってリース適期の
キャッシュ ･フロー ･ベースでの損益 25に幅が生じることが指摘されてお り､投資としてのリス
クが存在することが認定されている｡
両事件を比較すると､損益変動のリスクが所在するか否か､及びそのリスクに見合 う適正なJ i:
業利益の寒得可能性があるかということが下級審の判断の重要な要素になっていると思われるO
その点､循環金融と保証契約を用いて巧みに リスクを回避 し利益を確保するフイルムリースのス
キームに比べ､航空機 リー スのそれは為替変動リスクや最終売却価簡いかんによる損益の変動可
能性が除去できていない点が､判断の結果の相違を生んだものと思われる｡ 
(3)組合を巡る契約関係
両事件とも､民法上の組合を組成し納税者の参画を勧誘 していたことから､当該組合を巡る組
合契約､取引契約等の法的関係を比較する｡
まず､大阪地裁判決では､投資組合と配給会社との配給契約において､配給会社は単独かつ排 
21 この点について､酒井前掲.凱こよれば､最近の判決の傾向としては､税負担の考慮を織り込むことから む
しろ r岨税回避日的土は､経済的に合理的な目的と佐世付けられ｣､租税回避E l的二丈実の法律関係でないとの
経験則が妥当しないケースを指摘している (酒井 (20101360頁)0 
22 前掲岡村【2000]によれば､米国の否認法理として形成された ｢二分肢テスト Jのうち ｢取引の客観的な孜現
前利益律' L等可能性｣を挙げ､ r一定の品質を持った映画が取引対象とされ l筆者注､フイルムリー ス事件を取り上
げている】､かつ､映画R L行という中共の実体が認められるならば､そこには経済的爽質が存在する_旨をあげ､
密度忍に係るひとつの毛z l毎を示唆している｡ 
23 映画の購入代金約 85億円のうち､投資組合-の出資分 (19ロ 2 6億円)が制作会社にとっての実質的な餐
金,調達分であると評価されている｡ 
24 前陀注に引き続き､前掲岡村【2000】28貢は､r映画の価値や内管､興行のあり方､映画の制作や興行を行っ
た当事者の実体､および､納税者の映画T Jf英との関係等の点｣を詳細に滞F J!し､課税前利益を獲得できる可能他
について検討すべきであったと指摘している C 
25 名古屋地故判決では､リー ス期間満了峠における中古航空機市場における允却想定価格と予想為替レー ト
の変動いかんによって､投資効果に帽がある旨指摘されている｡ 
29 
租税回避事件における判断基準に関する一考察 小林 裕明
他的な権利を付与される一方､映画の所有者である投資組合にとって本質的な権利､すなわち①
契約の変吏 ･解除等､②第三者からの権利侵薯に対する措置､③契約不雁行があった場合の措置
等を行う諸権利が認められていないことから､｢単なる貨貸 ･配給契約とみることはできない｣と
判断された｡これを起点に､配給会社と制作会社間の第二次配給契約､保育止会社と配給会社間の
オプション契約､融賢銀行と投資組合との融資契約が同一｢川 ~で結ばれたことを踏まえ､投資組
合には ｢本件映画に関する諸権利を行使する機会は当初から全く与えられなかった｣こと､及び 
r課税上の利益を得ることを目的として､単に資金の提供のみを行 う意思のもとに投資組合に参
加した｣との認定を基に､投資組合による映画の所有権が否定されているOそして､映画の売買
契約及び配給契約が無効とされ､実質的に原告会社が配給会社を経由して制作会Ftの映画興行に
対し融資を行ったものと記､定されている2㌔
一方､名古屋地裁判決では､組合契約書の文言を精査 した結果､一般組合員の業務執行 ･財産
状況に関する検査権及び兼務執行会社の解任権が明示的に排除される条項がないことを理由とし
て､これら検査権及び解任権が排除されず､民法上の組合契約の成立要件を充足すると昆i れI写
ている｡
両契約を比較すると､フイルムリー ス事件の配給契約では､形式的な所有者である投資組合の
権利行使が巧みに制限され､映画に関する包括的な権利が再び制作会社に戻ってくるようになっ
ている｡一連の契約をつなぎ合わせ全体として僻瞳する27と､映画に関する権利が原初的な所有
者である制作会社のところに回帰し､移転していないと認められる｡これに対して､航空機 リー
スのスキームでは､無機能かつ無個性な組合員が権利行使するのは事実上の制約があると窺える
ものの､契約音上､判決が認定するように検査権 ･解任権が排除されておらず､組合員の一定以
上の賛成を得れば､航空機の処分や契約の変更 'Zdが可能であるo
航空機リースの契約者は､組合の運営に関する重要事項を業務執行会社に包括的に委任しなが
ら､検査権や解任権等の虚要事項を契約卦 こ記載しないことには違和感を禁じ稗ないが､契約書
の各条項を精微に構成しなかった点が却って組合員の権限が留保されているとの認定を受けたと
考えられる｡また､組合員の権限が事実上制約を受けているとの課税庁の主張が立証され尽くし
ていないことも裁判所の認定を襟すにいたらなかった原因と思われる｡ 
(4)小括
両事件とも租税負担を回避する目的であることは明確に認定されていたにもかかわらず､結論 
26 大阪碗裁判決も,結論において､原告会社のLtl資金は､実質的には制作会社の映画興行に対する融資であ
ると隠定している｡ 
2 7 第 -辞判決は､ ｢当然に四つの契約 (心)をひとつの収引を柵収するものと考えているようlだが､ rいか
なる条件でこれらの契約を一体としてみることができるのか示すべきJという指摘がある. (倒 岬 j批｣【1999】) 
28 契約掛 こ13粂 (重要解項に関する特則 )､26粂 (奥約の変更)等の条項がみられる, 
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を左右したと考えられる要因は､第一には投資としての経済的合理性の観点からの契約の妥当性
である｡フイルムリース等件では､権利関係の移動とその対価としての資金の移動が循環して､
どの契約主体が権利を有し対価を負担しているのか､不分明な状態にあると強く印象付けられる｡
また､保証契約等の存在により､損益変動リスクがほぼ排除される反面､映画興行の成功に伴う
利益を期待する必要がないことが､妓終的に租税回避による利益に依存するスキームと認定され
たものと思われるO-方､航空機 リー ス事件は､投資として損益変動リスクにさらされていると
認定されたことは既述のとお りである｡
また第二には､契約を巡る法律関係の中での権利の所在に関する判断である｡両事件の場合､
組合契約及び譲渡 ･償貸の取引契約の中で､組合員ないし取引 :う'事者の権利行使が不当に制限さ
れていないかが争点となっている.フイルムリー ス串件では､組合員が映画に関する諸権利､特
に使用収益及び処分権限を実質的に失っていることが認定されたが､航空機 リ -ス事件は､航空
機に関する権利が組合員に留保されているとし､さらに業務執行会社に対する検査権､解任権も
契約書 ヒ明確に排除されていない状態にあると認定された
このように､当事者を巡る経済的合理性をも含めた法律関係の妥､ l性の判断について､当事者j
の契約関係を客観的に分析 ･検討することにより解釈を導く手法を取っている ･方､後述する上
告審判決をみると､当事者間の私法関係の成否や真実の法律関係 -の再構成といったことには立
入らずに､法律解釈をもって解決を図ろうとするスタンスが窺える0 
5 映画フイルムリー ス事件上告審判決とその影響 
(1)判決概要
最高裁判所第三小法廷は､納税者による上告を棄却し､課税処分を適法とする大阪高裁の結論
を是認しながら､減価償却資倭該当性の観点から法人税法の条文解釈の問題として次のように判
示した｡
｢投資組合は､本件売 上 .契約により本件映画に関する所有権その他の権利を取得したとしても､":
本件映画に関する権利のほとんどは､本件売円契約と同じ口付で締結された本件配給契約により
配給会社に移転しているのであって､実質的には､本件映画についての使用収益権限及び処分権
限を失っているというべきである｡このことに､本件組合は本件映画の購入資金の約 4分の 3を
占める本件借入金の返済について美質的な危険を負担しない地位にあり､本件組合に出資した組
合員は本件映画の配給事業自体がもたらす収益についてその出資額に相応する関心を抱いてい
たとはうかがわれないことをも併せて考慮すれば､本件映画は､本件組合の事業において収益を
生む源泉であるとみることはできず､本件組合の事業の用に供しているものということはできな
いから､法人税法 (平成 13年法律第 6号による改正前のもの) 31条 1項にいう減価償却資産
に当たるとは認められない｡｣ 
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(2)減価償却資産に対する判断
減価償却資産は､r固定驚産o)うち､使用または時間の経過によって価値の減少する｣資産であ
り､r企業において長期間にわたって収益を生み出す源泉である｣o Lたがって､費用収益の対応
原則によって､取得原価を ｢使用または時間の経過によってそれが減価するのに応じて徐々に費
用化す｣ 29る減価償却の手続をとることが求められる｡
判決は､減価償却の目的に照らし､減価僻却資産の要件として､所有権及びそれに盛付けられ
た ｢使用収益権限及び処分権限｣の存在､及び ｢雑業の用に供している｣ 30ことを摘示し､この 
2つの要件を満たさないものとして､本件の映画に関する権利の減価倣B]資産性を否定している 
31,これは減価償却の本旨から減価依却資産の核当性を判断する一般的な基準を示 した意味で塵
要な意味をもつと思われるO多様な契約条件をもつ リー ス取引などの形態を複合的に組み合わせ
ることによって､事業供用性が暖昧となっている部例については､この要件の適用可能性がある
と思われる｡
なお､この要件を仮に航空機リース雑件に当てはめたとしても､①組合による航空機の所有が
否定されておらず､所有者に保証されるべき実質的な権限である使用収益及び処分権が組合員に
留保されていること､②組合員による出資は､航空機の売却価額等によってrk一終的な損益に幅が
生じ､投資としてのリスクを有していることが認定されており､この認定を踏まえれば､結論が
覆ることはないと･Lえられる.;
(3)私法上の法律構成による否認に対する判断
本判決は､大阪高裁の判決理由を採用せず､独自の法律解釈を用いてI帯番の結論を維持してい
る｡この点をとらえて､最高裁は､私法上の法律構成による否認を肯定した原審の判断に沓定的
であるとする見解 32と判断を同避したとする見解 33がみられる｡最高裁調査官解説 3上1によれば､
机税回避目的で締結された契約が不存在又は虚偽表示等により無効であるとは認められない場合
に､私法上の法律構成による否認を一般的に肯定すると､｢本件取引のような､充pq､貨骨倍及び
金融の諸要素が複雑に混合した額約のみならず､より単純な契約についても､当事者が選択した 
29 金子120111306頁 
30 最高裁判所調査官郎説によれば､この要件には､当該事業が Z社会通念上.事実としての実体を有している
ものかどうかという点も考慮要素になると考えられる｣とし､本件では事業失敗のリスクを負わない仕組みや市
集の収益性が期待されない琳情が否定的に考慮されているとしている｡ (谷口 ｢糾郎｣【2009】181日) 
31 なお､使用収益及び処分権限を失っているのは非伽却資産である著作権であり､有体物である映画フイル
ムと混同されているとの指摘があるb (酒井【2011】214･215頁) 
32 佐藤英明 ･判例時報 1959号 191市､細川陸 ･税務弘報 54巻 12号 150頁､増田晋 ･税理 49巻 10号 29苛
など 
33 今村隆 ･ジュリス ト】333号 146日.､桟妻聴如 ･法学協会雑誌 125番 10号 2363百 
34 谷LJ｢判解｣【2009】178-9百 
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契約類型をそれ とは異なる契約類型に引き直 して課税することを一般的に容認することにな｣り､
｢法的安定性を損なうとい う批判を免れ得ないと思われる｣と述べている｡そして､上告審判決
は､私法上の法律構成による否認について ｢明示的な合及 をしていないが､それを基礎 とした上
うに見える原判決の理由付けをそのまま是認 しておらず､原審の判断を結論において是認 してい
ることからすると､『事実認定ないし法律構成による否認』の採用につき憤重な態度を採ったもの
と見ることができる｣と述べている｡
この見解からも､契約の怯形式を別異の類型に引き直して解釈することについては､ ~当事者の
意′ l且やその他の事情をしんしゃくするとい う以外に明確な基準がない点で､租税法律主義の観点
から問題がある｣ 35と解 してお り､最高裁としてはいまだ判例形成するにいたらず判断を差 し控
えている状態にあると理解できる｡
おわ りに 一租税 回避行為 に対す る課税の今後 一
租税回避に関する近時の判決では､贈与税回避事件上告審判決 (第二小法廷平成 23年 2月 18日
裁時 1526号 2頁)の補足意見が記憶に新 しい｡同事件は､三拝業の承継のため､オランダに設立 し
た有限弄任会社に自社株式を現物出資 して国外財産とし､香港に居住 36させた長男に無償で誹渡す
ることによって､贈 与税ひいては相続税の回避を図った事件である｡
第一審 (東京地判平成 19年 5月 23日訟月 55巻 2号 267頁)納税者勝訴､控訴審 (東京高判平
成 20年 1月 2 5巻 2号 2410 課税庁肪訴と ｢3日訟月 5 4 : 級客で判断が別れたのちの上告審で､最
高裁は控訴審判断を葎 し､納税者勝訴の逆転判決を下 した｡そこで述べられた補足意見が､租税回
避事件に対する-妓高裁のスタンスを鮮明に表 していると思われる｡
｢一般的な法形式で庇故に本件会社株式を贈与すれば裸税されるのに､本件贈与税回避スキームを用い､オ
ランダ法人を器とし､同スキームが成るTEでに暫定的に住所を香港に移しておくという人為的な組合せを実施
すれば課税されないというのは､親子間での財産支配の無位の移転という意味において両者で経済的実質に有
意な差異がないと思われることに照らすと､著しい不公平感を免れない｡国外に暫定的に滞在しただけといっ
てよい日本L重 r' 63億円もの莫大な経済的価値を親から承継し､しかもその経済的価値は腰 の上告人は､無 1iで 15
実質的に本件会社の国内での無数の消弾着を相手方とする金鉄消費貸借契約 ヒの利息収入によって棲得した巨
額な富の化休したものともいえるから､放題な担税力が備わっているということもでき､我が国における富の
再分配などの電話の観点からしても､なおさらその感を深くする｡一般的な法感情の観点から結絵だけをみる
限りでは､遊和感も生じないではない｡しかし､そうであるからといって､個別否認規定がないにもかかわら
ず､この租税回避スキームを否馳することには､やはり大きな困難を覚えさるを得ないOけだし､脊法 30条
は､国代. '1法律の定めるところによってのみ納税の義務を負うと規定し､同法 84条は､課税の要件は法律に 
35 谷口 ｢判解 Jl2009】178官 
36 番渉には贈与税の制度がない｡ 
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定められなければならないことを規定する｡納税は国民に義幣を汲するものであるところからして､この租税
法律主義の下で課税要件は明確なものでなければならず､これを規定する条文は彬格な解釈が要求されるので
あるC明確な根拠が認められないのに､安易に拡張解釈､櫛稚解釈､権利混用法理の適用などの特別の法解釈
や特別の事実認定を行って､租税回避の否組をして簡税することは許されないというべきであるBそして､厳
格な法条の解釈が求められる以上､解釈論にはおのずから限界があり､法解釈によっては不当な結論が不可避
であるならば､立法によって解決を図るのが筋であって (現に､その後､平成 12年の租税特別輪駁はの改正
によって立法で決心が付けられた､)､裁判所としては､立法の領域によで踏み込むことはできない｡後年の
新たな立法を遡及して適用して不利な鶴務を陳すことt)許されない｡結局､租税は律主義という,7
5法上の質泊
の下､法廷者兄の結論は､一般的な法感情の観点からは少なからざる溢ft感も生じないではないけれども､や]

むを得ないところである｡ J

･.T:l
補足意見J:して本論に加 えて敢えて述べ られたこの 行 から､租税法律主義の下では厳格な法条
の解釈をもって臨む0)であって､租税回避事件に対 しても特別の法解釈や事実終定を行い得ないと
い う最高裁のスタンスが理解できる 3 'io l)個別否認規定のない状態で租税 l,避スキームの否認を行 う
ことは r大きな困難を見える｣のであり､当事者の真意を認定することによって既存の法律関係を
別の法律関係に構築 し直す手法は､主張立証上相当高い-一 ドルがあるのに加え､フイルムリース
酬 牛上告審判決をみると裁判所の認定の負担も大きく､むしろ忌避されているかの印象す ら受ける｡
さらに､私法上の法律構成による否認端の噸矢を放ったql里教授も､後年の論文の中で ｢当事者
の表示 した法形式を無視する事実認定､･法律梢成を行 うことが認められるのは､そのような法形式
が不存在ない し無効であるような例外的な場合に限られると解すべき｣ 38と言及され､｢私法上の
事実認定 ･契約解釈の原則から許 される場合､すなわち､『仮衰行為』が存在する場合39であり､
かつこの場合に限られる｣ 40と､法律の根拠がない場面での秋税権の行使に抑制的な考えを7T=し､
適用には限定的な立場をとっている｡
当該補足意見は､本事件における ｢ r認定)のF-_ ミ住所c) ,A方について述 ′たものであるが､租税回
避事件全般に対 して影響があると考えられる｡課税庁は､視税を行 う段階から当事者を巡る法律関
係の法的､経済的合理性の精微な分析など､審理機能の充実が一層強く求められる｡ 
37 租税法紳主義の要関する予測可能性 ･法的安定性の確保が､租税負担の実質的な公平の要請に催先すると
の考え方が明地に示されているといえる｡ (佐傭英明 ｢租税負担と租税公平主曲 j 金子編【2007】59頁) 
p38 中里夷 r租税法における事実認定と租税回避否醒｣金子締t20071129貫 なお､下線部若者強己臥 
39 ｢原則として､仮装行為とは通謀虚偽表示 (民 94粂 1噸)をさすIL (中里前掲金子編I2007]131貞) 
40 中里前掲金子編【2007】131頁.なお､下線部若者強軌 
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【映画フイルムリース事件取引図】
預託
映jl'uフイルムに係る権利関係 
‥HHHHHH■金銭の流れ 
(D P祉 (原告会社)は､民法上の組合 (本稿において､｢投資組合｣という)に出資する｡投資組
合は､D銀行 (本稿において､[融資銀行｣という)からの借入金 と併せて､映画販売会社 G社 
(本稿において､｢販売会社｣という)から映画 2本に関する権利を購入するn 
②	 投資組合が購入 した映画の配給権は､映画配給会社 7社 (本稿において､｢配給会社｣という)
に対 し独占的に慣貸され､さらに映画制作会社 CP杜 (本稿において､｢制作会社一という)に転
貸される｡ 
③	 投資組合が支払った映画の対価は､販売会社を経由し制作会社が収受 したのち､配給会社を経
由して M投資銀行 (本稿において､｢保証会社｣という)に預託される｡なお､融資銀行の投資
組合 -の貸付の原資は保証会社が提供 している｡ 
①	 投資組合 -は､映画の興行成細に応 じたライセンス料が支払われるほか､オプション契約によ
り放低保証額が設定されているため､出資額の回収が額前に確保されている｡ 
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【航空機 リー ス事件取引図】 
匡 ]
LL) 納税者 (個人投資家)は､訴外投資顧問会社が主導して組成された民法上の任唐組合に出資す
るD (なお､任意組合の運営については､別途業務執行全社に委託｡) 
②	 任意組合は､当該出資及び金融機関からの借入金 (ノンリコースローン)により､リー ス会社
より航空機を購入し､これを航空会社にリースする｡ 
③	 任音組合は､航空会社から得た リー ス料から借入金に係る利子及び任意組合の運営費川等を差
し引いて残額を組合員に分配する｡ 
④	 リー ス期間終了後､任意組合は リー ス全社に航空機を売却し､その売却収入により借入金の返
済及び出資の払戻しを行って解散する｡ 
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号､2008年)
中井稔 ｢借用概念の解釈と課税処分における適用｣税経通信 66巻 9号､2011年 25百
中里美 ｢課税逃れ商品に対する租税法の対応 (上)(下)｣ジュリス ト1169号､1999年 116頁､1171
号､2000年 86頁
中里実 ｢タックスシェルターと租税回避否認｣税研 1999年 1月号 61頁
松原圭吾 ｢租税回避行為の否認に関する一考察｣税法学 553号､2005年 107頁
吉村典久 ｢納税者の真音に基づく課税の指向｣金子編 [2007] 
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[フイルムリース事件評釈】
金丸和弘 ･ジュリス ト1261号､2004年 136貫
品川芳五 ･TKC税研情報 98年 8月号 1頁
捌圭吾ジュリス ト1165号､1999年 133頁 
[航空機 リース事件評釈]
川 H]剛 ･税経通信 60巻3号､2005年 35見
細川健 ･税務弘報 53巻 2号､2005年 146頁､54巻 7号､2006年 152頁
増田晋 中里 ･神田編著 『ビジネス ･タックスLl有斐閣､2005年 373頁 
[附記J 
*判決FP､固有名詞の使用を伏せ､関係が分かる名称に置き換えている｡ 
*	 本稿は､岡山経済同友会 2011年度研究助成による研究成果の-部として作成したものであり､
紙面を借りて厚く御礼申し上げたい｡ 
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